
第 28回孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム幹事会

議事次第 

令和７年７月 16 日（火） 

１７：００～１８：００ 

（オンライン開催 ）

１．開会 

２．報告事項 
（１）分科会等

・分科会１について

・分科会２について

・分科会３について

・令和７年度シンポジウムについて

・官民・民民連携の取組推進について

（２）その他

・孤独・孤立対策に関する施策の推進を図るための重点計画等について

３．閉会 

【配付資料】 
資料１  分科会１について 

資料２  分科会２について 

資料３  令和７年度第１回シンポジウムについて 

資料４  令和７年度第２回シンポジウムについて 

資料５  官民・民民連携の取組推進について 

資料６  孤独・孤立対策に関する施策の推進を図るための重点計画について 

資料７  経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）2025について 

参考資料 WHO社会的つながりに関する委員会、孤独・孤立に関する駐日大使会合につ

いて 
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B．について 

多様な活動を支える仕組みは何が必要か。NPO 等の市民活動の「中間支援」の在り方とは？ 

市民が参加する 活動が促進する 

関心をもつ① 

学ぶ、経験す

る、参加して

みる② 

積極的に参加

する③ 

活動を立ち上

げる④ 

事業として展

開する⑤ 

活動基盤が整

う⑥ 

⇒①②については分科会１か。（つながりサポーター養成講座やその後の地域活動への参加要請など）

⇒③～⑥の機能や役割（行政、民間等）についての議論が必要

C．について 

家族や地域が何をどこまで担うことができて何を担うことができないのか 

「自助」「共助」「公助」の範囲をどのように整理していくべきか。 

本人＆家族（自助）が担うのはすでに限界も大きく、すべて「共助」でおこなうのは「共助」の「動

員」であり、リソースの限界もある。 

「共助」の役割を増やすのであれば、「公助」が「共助」を支える仕組みが必要。 

それは、どのような仕組みや機能であるべきか？ 
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当面の分科会２における議論の進め方に関して 

○ 当面の分科会２における議論については、目標⑥の「足らざる支援の分野・主体の明

確化、それを埋める方策の立案」に関連し、本日御報告した

・地域における孤独・孤立対策に関する NPO 等の取組モデル調査（参考１）

・孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査（参考２）

の報告書中の類型化の表を基に、モデル事業として把握していない NPO 等の支援分野

（足らざる分野）の見える化に向け、類型化の軸や分類を議論してはどうか。 

○ また、地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォームのモデル事業から、プラット

フォームが担うべき機能や役割も類型化し、相談体制の整備や居場所の設置、交流機会

の創出など当事者等への支援活動を行う団体への支援内容を整理することとしてはど

うか。（参考５）

○ 上記で整理した内容を、「「孤独・孤立」問題とアプローチ」の図にマッピングする

ことについて検討してはどうか。（参考６）

⇒上記の検討を通して、当面は、孤独・孤立対策としての支援が足りない分野を可視化す

ることに担当幹事会で取り組み、その後分科会に報告することとしてはどうか。

⇒この議論の中で出てきた個別論点がある場合、整理の上、並行して担当幹事の中で議論

することとしてはどうか。
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（参考１）地域における孤独・孤立対策に関する NPO 等の取組モデル調査報告書Ｐ26 より 

 
※考えられる論点 

・団体ではなく活動ベースで類型化するべきか 

（現在の分類は、団体名と分類枠が１対１対応になっている） 

・属性の区分はさらに細分化できないか 

・「仕掛け」の類型について、「「孤独・孤立」問題とアプローチ」図のアプローチ

区分を意識して細分化できないか 

・令和５年度補正予算による NPO モデル事業により把握した活動も、同様の類型表

に落とし込むこととしてはどうか 
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（参考２）「孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査」に係る総括調査業務報告書Ｐ26 より 

 
※考えられる論点 

・「支援内容」の類型について、「「孤独・孤立」問題とアプローチ」図のアプロー

チ区分を意識して細分化できないか 

・孤独・孤立対策推進交付金の「孤独・孤立対策担い手育成支援事業」において把握

した活動も、同様の類型表に落とし込むこととしてはどうか 

 

（参考３）孤独・孤立対策推進交付金の「孤独・孤立対策担い手育成支援事業」の事業内容

より 

交付事業者は、孤独・孤立の問題の予防の観点から、日常の様々な分野における緩や  

かな「つながり」の構築を実践している、あるいは新たに取り組もうとしているＮＰＯ

等を発掘し、地域の多様な主体との連携・協働を促進するとともに、情報提供、相談対

応、研修等による伴走型支援を通じて個々のＮＰＯ等の経営力や事業力を高め、孤独・

孤立対策の機運醸成と安定的・継続的な推進体制を構築する。 

【取組例】 

・孤独・孤立対策に取り組むＮＰＯ等に対する運営基盤（資金調達、会計処理、広報    

等）の強化のための伴走支援や専門家派遣、講習会等の実施 

・地域の孤独・孤立対策の機運醸成と関係者間のネットワーク形成 

・従来の活動領域を超えた緩やかなつながりづくりのモデル構築 

・支援物資・サービスの効率的な提供に向けたデジタル化支援 

 

（参考４）孤独・孤立対策推進交付金の「地方における孤独・孤立対策推進事業」の事業内

容より 

都道府県向け地方版官民連携プラットフォームについては、プラットフォームの議論

を経て都道府県が行うべき孤独・孤立対策関連事業として、以下が示されている。 

 

① 孤独・孤立対策の取組方針の作成 
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② 孤独・孤立の実態把握や地域資源の調査 

③ 関係者間の活動等に係る情報共有や相互啓発活動  

④ 住民への情報発信や普及啓発活動 

⑤ 人材確保・育成のための研修 

⑥ 地域協議会の設置 

⑦ 相談体制の整備や居場所の設置、交流機会の創出など当事者等への支援 

⑧ ⑦の活動を行う団体への支援（いわゆる中間支援） 

⑨ 管内市区町村の後方支援 

⑩ その他内閣府が必要と認める取組 

 

（参考５）孤独・孤立対策に関する地域連携推進モデル調査研究業務より 

 市区町村向け地方版官民連携プラットフォームについては、孤独・孤立対策の推進に

必要となる試行的事業として以下が例示されている。 

 

（ア）「孤独・孤立対策」に関する研修会 

（イ）孤独・孤立対策の地域資源の整理（マップ化）、地域協議会の設置 

（ウ）住民に対する普及活動 

（エ）孤独・孤立対策に関する課題やデータの共有と有無の確認 

（オ）専門人材や相談者・理解者の育成・確保 

（カ）その他（ア）～（オ）に付随する業務など 
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（参考６）地域における孤独・孤立対策に関する NPO 等の取組モデル調査報告書Ｐ２より 

 

 

※考えられる論点 

・NPO 等の取組の類型化を踏まえて、NPO 等が孤独・孤立対策において果たしている

役割や機能をこの図にマッピングすることは可能か 

・どのようにマッピングすることが考えられるか（図の中にバブルを記載するか、図

の下に表を並べるか 等） 

・同様のマッピングが、中間支援組織や、地方版官民連携プラットフォーム（都道府

県・市区町村）についても可能か。 

・マッピングを踏まえて、孤独・孤立対策の担い手が果たしている（または果たすこ

とが求められる）役割や機能相互間の関係を整理し、そこから必要な支援を考える

ことは可能か。 
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令和 7 年度 第 1 回シンポジウム 

（仮）つながりのなかで暮らす～これからの時代の「居住」「地域」「互助」について考える～ 

企画概要 

■開催目的

令和 6 年 4 月 1 日に孤独・孤立対策推進法が施行され、関係府省庁、地方公共団体及び NPO 等が有

機的に連携して幅広く具体的な取組を総合的に実施し、社会のあらゆる分野に孤独・孤立対策の視点を

入れることを徹底していくことがより一層求められています。 

 一方で、近年は住宅費の高騰や空き家の増加、制度のはざまで支援にたどりつけない層の存在、そし

て「人とつながって住むことの難しさ」を背景に、住まいの不安定さが孤独・孤立の深刻化と密接に関係し

ていると言えます。こうした現場の実態から、住まいを起点とした地域づくりを再考する必要性が高まって

います。 

 本シンポジウムでは、つながりのなかで暮らすための居住・地域・互助をテーマとし、学識者による概論

と、現場で実践を重ねる NPO 等の取組から学びを深めます。特に、政令指定都市の中でも高齢化が進

む北九州市における多世代共生のあり方に焦点を当てつつ、全国での実践例も交え、地方公共団体や

NPO 等が連携し、地域での取組を検討する際の参考となることを目指します。 

■開催日時

令和 7 年 9 月16日（火）PM 開催予定（調整中）

■開催方法

YouTube によるライブ配信

※PF会員/非会員共に同形式とし、会員のみ後日アーカイブ配信を行う。

■対象者

孤独・孤立対策に取り組む地方公共団体/社会福祉協議会/NPO 法人等

※PFの会員/非会員は問わない。
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令和 7 年度 第 2 回シンポジウム 

（仮）SNS とリアルの繋がりについて 

企画概要 

 

 

■開催目的 

 令和 6 年 4 月 1 日に孤独・孤立対策推進法が施行され、関係府省庁、地方公共団体及び NPO 等が有

機的に連携して幅広く具体的な取組を総合的に実施し、社会のあらゆる分野に孤独・孤立対策の視点を

入れることを徹底していくことがより一層求められています。 

 とりわけ「つながりの場」の確保は重要な課題ですが、近年は SNS の普及やコロナ禍の影響を受けて、

リアルとオンラインそれぞれの場が持つ役割や機能が大きく変化しています。 

 本シンポジウムでは、「つながりの場」に焦点を当て、リアルとオンラインの双方が持つ可能性や課題、

そして両者をどのように補完しあえるのかについて検討します。冒頭では学識者による概論を通じてテー

マの全体像を提示し、その後、相談支援と居場所支援を組み合わせながら実践を行う NPO や自治体の

事例報告を通じて、多様なつながりの形やそれらの連携のあり方について学びを深めます。 

  

■開催日時 

 ※秋から冬にかけての実施を想定 

 

■開催方法 

オンライン（YouTube によるライブ配信） 

※PF会員/非会員共に同形式とし、会員のみ後日アーカイブ配信を行う。 

 

■対象者 

孤独・孤立対策に取り組む地方公共団体/社会福祉協議会/NPO 法人等 

※PFの会員/非会員は問わない。 
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官民・民民連携の取組推進について 

 

 

■官民・民民連携の取組推進 

令和 5年度から「孤独・孤立対策に資する官民・民民連携による特色ある取組の推進」

として、全国で行われている様々な取組事例を、「知り」「知ってもらう」ことを目的とし

て、取組事例を募集。登録事例を選定の上、取材記事の作成やとりまとめてホームページ

紹介など横展開を図っているところ。 

【担当幹事】 

 ・特定非営利活動法人全国子ども食堂支援センター・むすびえ 

 ・NPO法人子育てひろば全国連絡協議会 

 

 

■令和 6年度の実施内容 

 令和 6年度は、19件の取組事例の登録があり、NPO等の取組モデル調査、令和 6年度登

録事例を含めて、担当幹事会にて好事例を選定。2件の紹介動画、6件の取材記事、その他

15件のパワーポイント事例集での紹介などを調整。 

 

 

■令和 7 年度の取組 

 担当幹事の打合せを含めて、以下の方向で検討 

 〇令和 7年度の方向性 

  ・令和 7年度についても令和 6年度同様に広く募集を行い、好事例を選定。取材記事の

作成などにより、事例の蓄積と横展開に取り組む。 

  ・事例の登録インセンティブ向上や PF会員に事例について「知り」「知ってもらう」こ

となどを目的に、取材記事の対象である好事例について、例えば、総会イベントなど

を活用した紹介の機会（誉れの場）を設けていく方向で検討を進める。 

 

〇令和 7年度スケジュール案 

 （・6/18     担当幹事会） 

  ・7/30     担当幹事会 

  ・8月     令和 7年度募集 

  ・10月頃～   事例選定、取材等の割り振り 

  ・～12月頃   担当者取材、取材記事作成 

  ・1月頃～   公表素材確認等の調整 

  ・3月頃    取材記事ホームページ公表 
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孤独・孤立対策重点計画（令和６年６月11日孤独・孤立対策推進本部決定、令和７年５月27日一部改定）抄

Ⅰ．重点計画について

２. 特に重点を置いて取り組むべき事項

（１）地方公共団体及びＮＰＯ等への支援
○ 推進法の施行から１年を迎えることを受け、官・民・ＮＰＯ等の連携の基盤となる地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォー
ム（推進法第11条）及び孤独・孤立対策地域協議会（推進法第15条）の設置状況を把握するため、アンケートを実施した８ところ、
特に市区町村における基盤整備が必ずしも進展していない状況であったことを踏まえ、引き続き、こうした官民連携基盤を立ち上げ
る段階の地方公共団体への伴走支援、多様な主体が参画する事例の周知等、設置の促進に向けた支援を行う。その際、設置数のみに
とらわれるのではなく、地域において官民の「水平的連携」による孤独・孤立対策の連携基盤が実質的に構築されているかという観
点も重要である。また、設置済みの地方公共団体に対しても、より多様な主体の連携等が図られるよう、引き続き伴走支援を行って
いくことが必要である。

○ 孤独・孤立対策に取り組むＮＰＯ等の活動への支援について、当面、令和３年３月の緊急支援策９で実施した規模・内容について、
新たなニーズ等を踏まえた強化・拡充等を検討しつつ、各年度継続的に支援を行っていく。

○ 地方公共団体及びＮＰＯ（ＮＰＯを支援する中間支援組織を含む。）等に対して、「社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付
金10」等を活用して支援を行うことはもとより、広域で活動を行う団体があることも念頭に置きつつ、行政区域を超えて地方版孤
独・孤立対策官民連携プラットフォームが設置されている事例、広域的な活動を行う中間支援組織などのＮＰＯ等の活動事例（基礎
自治体との連携事例を含む。）などを周知・横展開する。地方公共団体における取組事例の横展開に当たっては、関連する取組を、
有機的に組み合わせて実践につなげていく工夫や、取組を進める上での課題についても把握・整理し、現場における負担等にも配慮
しつつ、関係府省庁が連携の下、地域の実情に応じた孤独・孤立対策が実施されるよう支援を行う。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
８ 「地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム及び孤独・孤立対策地域協議会の設置の概況について」（令和７年４月７日「孤独・孤立対策の在り方に関する有識者会議（第３回）」資
料１）
９ 「新型コロナに影響を受けた非正規雇用労働者等に対する緊急対策関係閣僚会議」において決定（令和３年３月16日）。
10 内閣府の「孤独・孤立対策推進交付金」と「地域就職氷河期世代支援加速化交付金」を統合し、令和６年度補正予算及び令和７年度当初予算において予算措置されたもの。 22



経済財政運営と改革の基本方針2025（令和７年６月13日閣議決定）抄
第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現

４．国民の安心・安全の確保

（７）「誰一人取り残されない社会」の実現

（共生・共助）
過去最多のこどもの自殺や単身世帯の増加を踏まえ、孤独・孤立対策の重点計画190に沿って、予防が重要と

の認識の下、交付金も活用し、地方版官民連携プラットフォームを設置する地方公共団体への伴走支援、ＮＰ
Ｏ等への継続的支援、緩やかなつながりや居場所づくり、支援の担い手やつながりサポーターの育成、つなが
りを生むための分野横断的な連携促進のほか、社会とのつながりを失い孤立死に至ることを予防するための関
係府省と地方公共団体が連携した取組を進める。

（就職氷河期世代等への支援）

「就職氷河期世代等支援に関する関係閣僚会議」で決定した基本的な枠組み192に基づき、リ・スキリング支援の充実等の「就労・処遇改善に向
けた支援」、居場所づくり等の「社会参加に向けた段階的支援」及び家計改善・資産形成の支援等の「高齢期を見据えた支援」の３本柱に沿って、
従前からの取組を強化する。今後、詳細な実態や施策ニーズに関する調査を行うとともに、「就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラット
フォーム」での検討を経て、2025年度内を目途に、ＫＰＩを含む新たな就職氷河期世代等支援プログラムをとりまとめ、その当事者、家族、支援
関係者等への広報を強化する。

（女性・高齢者の活躍）

身寄りのない高齢者等への支援や総合的な権利擁護支援について検討するとともに、高齢者等終身サポート事業者ガイドラインの実効性確保な
ど独居高齢者に対する政府横断的な対応を行う。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
190 「孤独・孤立対策に関する施策の推進を図るための重点計画」（令和６年６月11日孤独・孤立対策推進本部決定、令和７年５月27日一部改定）。
192 「新たな就職氷河期世代等支援プログラムの基本的な枠組み」（令和７年６月３日就職氷河期世代等支援に関する関係閣僚会議決定）。
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